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●
は
じ
め
に

メ
コ
ン
河
流
域
諸
国
（
実
際
に
は
カ

ン
ボ
ジ
ア
、
ラ
オ
ス
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
、

タ
イ
、
ベ
ト
ナ
ム
、
中
国
の
雲
南
省
が

メ
コ
ン
河
に
接
し
て
い
る
が
、
こ
こ
で

は
具
体
的
に
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
、
ラ
オ
ス
、

ミ
ャ
ン
マ
ー
、
ベ
ト
ナ
ム
の
い
わ
ゆ
る

C
L
M
V
諸
国
の
み
を
対
象
と
す
る
）

の
事
情
は
あ
ま
り
知
ら
れ
て
い
な
い
。

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
の
メ
ン
バ
ー
で
あ
る
が
、

こ
れ
ら
諸
国
は
加
盟
も
後
か
ら
で
あ
り

所
得
も
低
い
た
め
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
後
発

国
と
呼
ば
れ
今
ま
で
あ
ま
り
関
心
が
払

わ
れ
な
か
っ
た
。
し
か
し
最
近
、
Ａ
Ｓ

Ｅ
Ａ
Ｎ
の
統
合
（
二
〇
一
五
年
ま
で
に

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
経
済
共
同
体
結
成
）
や
東

ア
ジ
ア
経
済
統
合
圏
の
話
が
具
体
化
し

て
く
る
に
つ
れ
て
、
こ
れ
ら
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ

Ｎ
後
発
国
と
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
先
発
国
の
格

差
解
消
、
後
発
国
の
先
発
国
へ
の
速
や

か
な
キ
ャ
ッ
チ
・
ア
ッ
プ
等
が
議
論
さ

れ
出
し
、
に
わ
か
に
こ
の
地
域
が
注
目

を
浴
び
る
こ
と
と
な
っ
た
。
そ
こ
で
こ

の
小
論
で
は
メ
コ
ン
河
流
域
諸
国
と
日

本
、中
国
、韓
国
の
経
済
関
係
を
中
心
に

見
る
こ
と
で
知
ら
れ
ざ
る
地
域
の
、
知

ら
れ
ざ
る
事
実
を
お
伝
え
し
た
い
。
な

お
こ
こ
で
紹
介
す
る
の
は
、
二
〇
〇
九

年
度
に
バ
ン
コ
ク
研
究
セ
ン
タ
ー
で
行

わ
れ
た
研
究
会
の
成
果
に
基
づ
い
て
い

る
。
興
味
あ
る
読
者
は
そ
の
レ
ポ
ー
ト
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 C
en

ter (B
R

C
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E
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を
参
照
さ
れ
た
い
（
あ

る
い
は
、
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
の
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジhttp://w

w
w

.ide.go.jp/
English/Publish/D

ow
nload/Brc/

index.htm
l

を
参
照
）。

　

さ
て
、
二
〇
〇
八
年
に
お
け
る
こ
れ

ら
四
ヵ
国
の
人
口
は
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
一

四
五
六
万
人
、
ラ
オ
ス
六
二
一
万
人
、

ミ
ャ
ン
マ
ー
四
九
五
六
万
人
、
ベ
ト
ナ

ム
八
六
二
一
万
人
の
計
一
億
五
六
五
四

万
人
で
あ
る
。
ま
た
、
世
界
銀
行
に
よ

れ
ば
一
人
当
た
り
G
D
P
は
同
年
、
カ

ン
ボ
ジ
ア
七
一
一
ド
ル
、
ラ
オ
ス
八
九

三
ド
ル
、
ベ
ト
ナ
ム
一
〇
五
一
ド
ル
で

あ
り
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
に
つ
い
て
は
統
計

が
な
い
が
、
五
〇
〇
ド
ル
以
下
と
推
計

さ
れ
る
（
ジ
ャ
カ
ル
タ
の
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ

事
務
局
の
推
計
に
よ
れ
ば
同
年
四
六
五

ド
ル
）。
い
ず
れ
に
し
て
も
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ

Ｎ
先
発
国
の
タ
イ
の
四
〇
四
三
ド
ル
に

比
較
し
て
低
い
所
得
と
い
え
よ
う
。

　

こ
れ
ら
諸
国
に
対
し
て
日
本
、中
国
、

韓
国
の
三
ヵ
国
は
ど
の
よ
う
な
経
済
関

係
を
有
し
て
い
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
最

近
の
統
計
か
ら
中
国
の
経
済
関
係
強

化
、韓
国
の
外
国
直
接
投
資
（
F
D
I
）

に
お
け
る
活
発
な
進
出
、
日
本
の
多
額

な
援
助
（
O
D
A
）
の
継
続
と
い
っ
た

点
が
読
み
取
れ
る
。

一
、�中
国
貿
易
の
メ
コ
ン
河
流
域
地
域

に
お
け
る
急
増

　

ま
ず
貿
易
総
額（
輸
出
額
＋
輸
入
額
）

に
お
い
て
中
国
の
台
頭
が
著
し
い
（
図

1
〜
図
3
参
照
）。
国
連
統
計
で
ミ
ャ

ン
マ
ー
の
数
字
は
わ
か
ら
な
い
の
で
、

カ
ン
ボ
ジ
ア
、
ラ
オ
ス
、
ベ
ト
ナ
ム
を

み
る
と
、
二
〇
〇
八
年
の
三
ヵ
国
（
日

本
、
中
国
、
韓
国
）
の
み
の
順
位
は
、

カ
ン
ボ
ジ
ア
…　

①
中
国
（
九
億
四

六
〇
〇
万
ド
ル
）、
②
韓
国
（
二
億

三
七
〇
〇
万
ド
ル
）、
③
日
本
（
一

億
四
六
〇
〇
万
ド
ル
）

ラ
オ
ス
…　

①
中
国
（
一
億
三
九
〇

〇
万
ド
ル
）、
②
韓
国
（
一
億
一
九

〇
〇
万
ド
ル
）、
③
日
本
（
四
〇
〇

〇
万
ド
ル
）

ベ
ト
ナ
ム
…　

①
中
国
（
二
〇
一
億

八
八
〇
〇
万
ド
ル
）、
②
日
本
（
一

六
八
億
三
八
〇
〇
万
ド
ル
）、
③
韓

国
（
八
八
億
五
〇
〇
〇
万
ド
ル
）

で
あ
り
、
中
国
は
三
ヵ
国
で
首
位
で
あ

り
、
か
ろ
う
じ
て
日
本
は
ベ
ト
ナ
ム
で

二
番
に
な
っ
て
い
る
の
み
で
あ
る
。
二

〇
〇
四
年
に
比
較
す
る
と
カ
ン
ボ
ジ
ア

で
は
韓
国
が
一
番
、
日
本
が
二
番
で

あ
っ
た
し
、
ベ
ト
ナ
ム
で
は
二
〇
〇
〇

年
に
お
い
て
日
本
が
一
番
で
あ
っ
た
。（出所）筆者作成。

図1　カンボジア：日本、中国、韓国との貿易　2008年（100万ドル）
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メコン河流域諸国と日・中・韓関係

　

中
国
の
最
近
の
貿
易
額
急
増
は
著
し

い
も
の
が
あ
る
。
し
か
し
、
一
つ
の
懸

念
材
料
は
、
各
国
の
対
中
貿
易
赤
字
の

急
増
で
あ
る
。
カ
ン
ボ
ジ
ア
の
対
中
赤

字
は
二
〇
〇
八
年
に
お
い
て
九
億
二
〇

〇
〇
万
ド
ル
、
ラ
オ
ス
で
は
五
三
〇
〇

万
ド
ル
、
そ
し
て
ベ
ト
ナ
ム
で
は
、
そ

の
赤
字
は
な
ん
と
一
一
一
億
ド
ル
の
巨

額
に
達
し
て
い
る
（
一
方
、
ベ
ト
ナ
ム

は
日
本
に
対
し
て
二
億
四
〇
〇
〇
万
ド

ル
の
黒
字
）。

二
、韓
国
の
直
接
投
資
の
躍
進

　

次
に
外
国
直
接
投
資
の
流
入
額
を
比

較
す
る
と
（
図
4
〜
図
6
参
照
）、
累

積
額
の
期
間
が
同
一
で
は
な
い
と
し
て

も
、
そ
の
順
位
は
、

カ
ン
ボ
ジ
ア
（
一
九
九
五
〜
二
〇
〇

八
年
累
積
額
）
…　

①
中
国
（
五
八

億
四
四
〇
〇
万
ド
ル
）、②
韓
国
（
二

七
億
七
四
〇
〇
万
ド
ル
）、
③
日
本

（
一
億
四
九
〇
〇
万
ド
ル
）

ラ
オ
ス
（
二
〇
〇
一
〜
〇
九
年
三
月

の
累
積
額
）
…　

①
中
国
（
一
五
億

四
三
〇
〇
万
ド
ル
）、
②
日
本
（
四

億
二
四
〇
〇
万
ド
ル
）、③
韓
国
（
三

億
九
七
〇
〇
万
ド
ル
）

ベ
ト
ナ
ム
（
二
〇
〇
九
年
一
〇
月
ま

で
の
累
積
額
）
…　

①
韓
国
（
二
〇

四
億
六
五
〇
〇
万
ド
ル
）、
②
日
本

（
一
七
八
億
五
四
〇
〇
万
ド
ル
）、
③

中
国
（
二
七
億
ド
ル
）

で
あ
っ
た
。
中
国
は
カ
ン
ボ
ジ
ア
と
ラ

オ
ス
で
首
位
で
あ
り
、
日
本
は
ラ
オ
ス

と
ベ
ト
ナ
ム
で
二
番
目
で
あ
っ
た
。
直

接
投
資
に
関
し
て
は
韓
国
の
躍
進
ぶ
り

が
目
に
付
く
。
ベ
ト
ナ
ム
で
一
番
で
あ

り
カ
ン
ボ
ジ
ア
で
も
二
番
で
あ
っ
た
。

な
お
、
全
体
的
な
直
接
投
資
残
高
の

ト
ッ
プ
三
は
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
（
一
九
九

五
〜
二
〇
〇
四
年
累
積
額
）
に
お
い
て　

①
マ
レ
イ
シ
ア
（
一
九
憶
三
〇
〇
万
ド

ル
）、②
台
湾
（
五
億
四
〇
〇
万
ド
ル
）、

③
中
国
（
四
一
五
〇
〇
万
ド
ル
）、
ラ

オ
ス
（
二
〇
〇
一
〜
〇
九
年
三
月
累
積

額
）
に
お
い
て　

①
タ
イ
（
三
三
億
一

（出所）筆者作成。

図2　ラオス：日本、中国、韓国との貿易　2007/08年（100万ドル）
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図4　カンボジア：直接投資流入額（1995-2008年累積額、100万ドル）
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図3　ベトナム：日本、中国、韓国との貿易　2008年（100万ドル）
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図5　ラオス：直接投資流入額（2001-2009年3月累積額、100万ドル）
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図6　ベトナム：直接投資流入額年（2009年10月までの累積額、100万ドル）
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〇
〇
〇
万
ド
ル
）、
②
ベ
ト
ナ
ム
（
二

〇
億
五
五
〇
〇
万
ド
ル
）、③
中
国
（
一

五
億
四
三
〇
〇
万
ド
ル
）、
そ
し
て
ベ

ト
ナ
ム
（
二
〇
〇
九
年
一
〇
月
ま
で
の

累
積
額
）
に
お
い
て　

①
台
湾
（
二
一

二
億
八
九
〇
〇
万
ド
ル
）、②
韓
国
（
二

〇
四
億
六
五
〇
〇
万
ド
ル
）、
③
マ
レ

イ
シ
ア
（
一
八
〇
億
六
二
〇
万
ド
ル
）

の
順
で
あ
る
。
中
国
は
カ
ン
ボ
ジ
ア
と

ラ
オ
ス
に
お
い
て
三
番
目
の
投
資
国
に

な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
ベ
ト
ナ
ム
で

は
そ
の
額
は
少
な
い
。

三
、�政
府
開
発
援
助（
O
D
A
）―
韓
国
は

ベ
ト
ナ
ム
を
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
に
使
う

　

韓
国
の
資
料
に
よ
れ
ば（
図
7
参
照
）

経
済
開
発
協
力
基
金（
E
D
C
F
）に
よ

る
二
〇
〇
八
年
ま
で
の
借
款
累
積
額
は
、

ベ
ト
ナ
ム
に
対
し
て
六
億
九
八
三
七
万

ド
ル
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
二
億
一
九
二
五
万

ド
ル
、ラ
オ
ス
八
五
三
五
万
ド
ル
、ミ
ャ

ン
マ
ー
八
四
七
〇
万
ド
ル
で
あ
っ
た
。

ま
た
、
贈
与
額
（
一
九
九
一
〜
二
〇
〇

八
年
累
積
額
）
は
、
ベ
ト
ナ
ム
に
対
し

て
八
九
四
〇
万
ド
ル
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
四

五
九
〇
万
ド
ル
、
ラ
オ
ス
三
一
九
〇
万

ド
ル
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
二
四
四
〇
万
ド
ル

で
あ
り
、
ベ
ト
ナ
ム
に
対
し
て
手
厚
く

援
助
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
か
つ

て
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
に
対
し
て
多
く
行

わ
れ
た
援
助
が
最
近
は
ベ
ト
ナ
ム
に
シ

フ
ト
し
て
い
る（
同
期
間
の
Ｅ
Ｄ
Ｃ
Ｆ
の

対
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
借
款
累
積
額
は
、
三

億
一
四
一
〇
万
ド
ル
、
贈
与
累
積
額
七

六
八
〇
万
ド
ル
）。
上
記
の
外
国
直
接

投
資
に
お
い
て
韓
国
が
ベ
ト
ナ
ム
を
重

視
し
て
い
る
こ
と
と
合
わ
せ
て
考
え
る

と
、
同
国
は
ベ
ト
ナ
ム
を
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ

へ
の
橋
頭
保
と
し
て
い
る
こ
と
は
明
ら

か
で
あ
る
。
因
み
に
ホ
ー
チ
ミ
ン
市
に

住
む
韓
国
人
は
約
八
万
人
と
い
わ
れ
、

日
本
人
は
約
四
〇
〇
〇
人
に
す
ぎ
な
い
。

　

日
本
の
O
D
A
は
図
8

の
と
お
り
で
あ
る
。
円
借

款
は
二
〇
〇
七
年
ま
で
の

累
積
額
で
、
ベ
ト
ナ
ム
向

け
一
三
五
億
九
一
〇
〇
万

ド
ル
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
四
二

億
四
二
〇
〇
万
ド
ル
、
カ

ン
ボ
ジ
ア
二
億
一
七
〇
〇

万
ド
ル
、
ラ
オ
ス
一
億
八

三
〇
〇
万
ド
ル
で
あ
っ

た
。
贈
与
の
累
積
額
は
、

ミ
ャ
ン
マ
ー
向
け
一
八
億

九
三
〇
〇
万
ド
ル
、
ベ
ト

ナ
ム
一
三
億
三
〇
〇
万
ド

ル
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
一
二
億

八
九
〇
〇
万
ド
ル
、
ラ
オ

ス
一
二
億
一
八
〇
〇
万
ド

ル
、
ま
た
、
技
術
協
力
は
、

ベ
ト
ナ
ム
八
億
一
七
〇
〇

万
ド
ル
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
四

億
九
六
〇
〇
万
ド
ル
、
ラ
オ
ス
四
億
八

〇
〇
〇
万
ド
ル
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
三
億
七

九
〇
〇
万
ド
ル
で
あ
っ
た
（
ミ
ャ
ン

マ
ー
に
関
し
て
は
、
二
〇
〇
三
年
よ
り

日
本
か
ら
の
新
規
の
援
助
は
、
軍
政
下

の
ス
ー
・
チ
ー
さ
ん
を
め
ぐ
る
問
題
に

よ
り
特
別
な
も
の
を
除
き
中
断
し
て
い

る
。
し
か
し
、
そ
れ
以
前
ま
で
に
か
な

り
の
援
助
が
行
わ
れ
て
き
た
）。
日
本

の
援
助
額
は
こ
れ
ら
諸
国
に
対
し
て
巨

額
に
行
わ
れ
て
き
て
お
り
、
特
に
贈
与

額
は
際
立
っ
て
い
る
。

四
、�中
国
の
O
D
A
は
外
国
直
接
投
資

と
区
別
が
つ
か
な
い

　

中
国
は
Ｄ
Ａ
Ｃ
の
メ
ン
バ
ー
で
は
な

い
の
で
、
援
助
統
計
が
取
れ
な
い
。
ま

た
中
国
の
対
外
援
助
は
国
か
ら
の
有
利

な
条
件
の
公
的
借
款
が
国
営
企
業
の
対

外
投
資
と
渾
然
一
体
と
な
っ
て
い
る
の

で
Ｏ
Ｄ
Ａ
と
外
国
直
接
投
資（
Ｆ
Ｄ
Ｉ
）

を
厳
密
に
分
け
る
の
が
難
し
い
。
今
回

（出所）KOICA (Korea International Cooperation Agency).

図7　韓国の政府開発援助（ODA）
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経済開発協力基金（EDCF）による条件の良い借款
（2008年までの累積額、100万ドル）

贈　与
（1991−2008年累積額、100万ドル）

（注）＊1ドル＝95円で換算。
（出所）外務省、ODA白書2008年度版。

図8　日本の政府開発援助（ODA：2007年までの累積額、100万ドル）
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メコン河流域諸国と日・中・韓関係

の
調
査
で
中
国
の
い
わ
ゆ
る
「
外
国
契

約
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
会
社（Foreign 

Contract Engineering Com
panies, 

FCECs
）」
の
実
態
が
明
ら
か
に
な
っ

た
。
そ
の
仕
組
み
は
、
ま
ず
中
国
政
府

が
国
営
な
い
し
省
政
府
経
営
の
企
業

（
Ｆ
Ｃ
Ｅ
Ｃｓ
）
に
対
し
て
外
国
で
の
企

業
活
動
を
承
認
し
、
そ
こ
に
国
の
有
利

な
融
資
を
回
し
て
発
展
途
上
国
の
公
共

投
資
案
件
の
入
札
を
取
り
や
す
く
し
て

そ
れ
を
請
け
負
わ
せ
る
。
中
国
側
か
ら

見
れ
ば
Ｆ
Ｃ
Ｅ
Ｃ
ｓ
は
あ
く
ま
で
企
業

で
あ
り
、
そ
の
活
動
は
Ｆ
Ｄ
Ｉ
に
分
類

さ
れ
や
す
い
。
ま
た
中
国
の
場
合
、
外

国
案
件
に
労
働
者
も
中
国
人
を
連
れ
て

い
く
ケ
ー
ス
が
多
く
、
土
地
を
購
入
し

た
り
、
そ
の
住
宅
を
建
て
た
り
と
直
接

投
資
的
な
こ
と
も
行
う
。
そ
の
た
め
中

国
の
Ｏ
Ｄ
Ａ
と
対
外
直
接
投
資
を
分
割

す
る
こ
と
が
非
常
に
難
し
い
。
二
〇
〇

七
年
ま
で
に
Ｆ
Ｃ
Ｅ
Ｃ
ｓ
の
ラ
イ
セ
ン

ス
を
受
け
た
中
国
公
営
企
業
は
三
〇
〇

〇
社
に
上
り
、
二
〇
〇
九
年
一
〇
月
末

ま
で
に
そ
の
外
国
で
の
契
約
額
は
五
三

四
〇
億
ド
ル
に
達
し
た
。

五
、�生
産
基
地
と
市
場
の
シ
フ
ト
―
先

進
国
か
ら
ア
ジ
ア
発
展
途
上
国
へ

　

こ
こ
で
目
を
東
ア
ジ
ア
全
体
に
移
し

て
そ
の
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
な
経
済
変
動
を

見
る
。
貿
易
財
を
素
材
・
原
料
、
食
品
・

飲
料
、
中
間
財
、
最
終
財
の
四
つ
に
分

類
し
て
、
そ
の
最
終
財
貿
易
額
を
国
別

に
見
た
の
が
表
1
で
あ
る
。
最
終
財
輸

出
額
の
国
別
シ
ェ
ア
を
二
〇
〇
二
年
と

二
〇
〇
七
年
で
比
較
す
る
と
顕
著
な
傾

向
が
読
み
取
れ
る
。
日
本
、
E
U
（
一

五
ヵ
国
）、
米
国
の
シ
ェ
ア
が
減
少
し

て
い
る
一
方
、Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ（
六
ヵ
国
）、

中
国
、
イ
ン
ド
（
わ
ず
か
で
あ
る
が
）

の
シ
ェ
ア
が
増
加
し
て
い
る
。
前
者
は

六
一
・
五
％
か
ら
四
八
・
九
％
へ
減
少
、

後
者
は
二
一
・
八
％
か
ら
三
〇
・
四
％

へ
増
加
し
て
い
る
。
こ
れ
は

先
進
国
が
最
終
財
を
生
産
し

て
発
展
途
上
国
へ
輸
出
す
る

と
い
う
従
来
の
パ
タ
ー
ン
が

崩
れ
つ
つ
あ
る
こ
と
を
意
味

し
て
い
る
。

　

最
終
財
を
生
産
す
る
た
め

に
は
中
間
財
が
必
要
で
あ
る

か
ら
、
次
に
単
純
に
中
間
財

の
輸
入
額
国
別
シ
ェ
ア
を
み

る
（
表
２
参
照
）。
日
本
、

E
U
（
一
五
ヵ
国
）、
米
国

の
シ
ェ
ア
は
同
期
間
で
四

四
・
四
％
か
ら
三
四
・
五
％

に
減
少
し
、
一
方
、
Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
（
六
ヵ
国
）、
中
国
、

イ
ン
ド
の
シ
ェ
ア
は
三
三
・

四
％
か
ら
四
一
・
六
％
に
上

昇
し
て
い
る
。
さ
ら
に
中
間

財
の
輸
出
シ
ェ
ア
も
上
記
先
進
国
は
減

少
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
か
ら
世
界
の
生

産
基
地
は
緩
や
か
に
先
進
国
か
ら
ア
ジ

ア
の
発
展
途
上
国（
特
に
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
、

中
国
、
イ
ン
ド
）
へ
移
り
つ
つ
あ
る
こ

と
が
わ
か
る
。

　

ま
た
同
時
に
需
要
側
か
ら
み
た
市
場

と
し
て
の
ア
ジ
ア
発
展
途
上
国
の
重
要

性
も
増
し
て
い
る
。
表
1
に
戻
り
、
最

終
財
の
輸
入
（
需
要
サ
イ
ド
）
を
見
る

と
日
本
、
E
U
（
一
五
ヵ
国
）、
米
国
の

先
進
国
シ
ェ
ア
は
同
期
間
で
四
八
・

四
％
か
ら
四
一
・
六
％
に
縮
小
、一
方
、

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ（
六
ヵ
国
）、中
国
、
イ
ン

ド
の
シ
ェ
ア
は
三
五
・
六
％
か
ら
四
五
・

四
％
に
急
上
昇
し
、
な
お
か
つ
上
記
先

進
国
の
シ
ェ
ア
を
上
回
っ
た
。
市
場
と

し
て
も
こ
の
地
域
は
世
界
の
最
重
要
地

域
と
な
っ
て
き
た
の
で
あ
る
。

六
、�援
助
の
効
率
と
は
―
中
国
、
韓
国

を
利
す
る
日
本
の
援
助

　

O
D
A
は
、
一
般
に
発
展
途
上
国
の

イ
ン
フ
ラ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
等
を
整
備

表1：最終財貿易の国別シェア（％）
輸出 輸入

2002 2007 2002 2007

ASEAN＊ 14.5 18.2 19.8 19.6
日本 10.0 7.8 19.1 15.7
中国＊＊ 6.4 10.3 15.1 24.3
韓国 1.9 1.8 6.1 4.8
インド 0.9 1.9 0.7 1.5
オーストラリア及びニュージーランド 2.8 4.1 1.0 0.7

ASEAN＋6 36.4 44.2 61.7 66.6

EU 15 19.9 16.4 15.4 16.4
米国 31.6 24.7 13.9 9.5
その他 12.1 14.7 9.0 7.5

世界計 100.0 100.0 100.0 100.0
（注）＊ASEANは、インドネシア、マレイシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナムの6カ国。

＊＊中国は香港とマカオを含む。
（出所）UN COMTRADE。

表2：中間財貿易の国別シェア（％）
輸出 輸入

2002 2007 2002 2007

ASEAN＊ 28.3 30.2 23.5 25.6
日本 12.7 10.7 18.8 13.8
中国＊＊ 14.6 19.4 8.8 13.9
韓国 4.8 4.2 5.7 6.2
インド 1.4 2.6 1.1 2.1
オーストラリア及びニュージーランド 2.3 3.3 1.5 1.6

ASEAN＋6 64.0 70.5 59.4 63.3

EU 15 11.4 9.8 10.5 9.8
米国 12.4 8.1 15.1 10.9
その他 12.1 11.5 14.9 16.0

世界計 100.0 100.0 100.0 100.0
（注）＊ASEANは、インドネシア、マレイシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナムの6カ国。

＊＊中国は香港とマカオを含む。
（出所）UN COMTRADE。
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す
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
国
の
産
業
発

展
を
助
け
、
そ
の
国
の
所
得
が
向
上
す

る
に
つ
れ
て
援
助
国
と
被
援
助
国
の
間

に
貿
易
、
直
接
投
資
と
い
っ
た
交
易
が

盛
ん
に
な
る
こ
と
で
共
存
・
共
栄
を
図

る
と
い
う
理
念
が
込
め
ら
れ
て
い
る
。

す
な
わ
ち「
情
け
は
人
の
た
め
な
ら
ず
」

な
の
で
あ
る
。
日
本
の
援
助
は
今
ま
で

ア
ジ
ア
諸
国
に
対
し
て
手
厚
く
行
わ
れ

て
き
た
。
タ
イ
や
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
よ

う
に
そ
の
国
の
工
業
化
を
側
面
か
ら
援

助
し
て
貢
献
し
て
き
た
と
同
時
に
日
本

か
ら
の
貿
易
や
直
接
投
資
を
通
し
て
日

本
も
利
益
を
得
て
き
た
と
い
え
る
。

メ
コ
ン
河
流
域
諸
国
に
対
す
る
日
本

の
援
助
を
見
る
限
り
、
日
本
は
ト
ッ
プ

ド
ナ
ー
の
地
位
を
占
め
て
い
る
（
二
〇

〇
八
年
度
版
O
D
A
白
書
国
別
デ
ー
タ

ブ
ッ
ク
に
よ
れ
ば
、
国
際
機
関
を
除
い

て
二
国
間
で
見
た
D
A
C
統
計
支
出
純

額
ベ
ー
ス
の
援
助
額
は
、
二
〇
〇
二
〜

〇
六
年
ま
で
日
本
が
カ
ン
ボ
ジ
ア
、
ラ

オ
ス
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
、
ベ
ト
ナ
ム
で
い

ず
れ
も
毎
年
ト
ッ
プ
ド
ナ
ー
で
あ
っ

た
）。
し
か
し
、
巨
額
の
O
D
A
支
出

の
割
に
は
近
年
の
日
本
と
の
貿
易
額
や

日
本
か
ら
の
直
接
投
資
が
伸
び
て
い
な

い
。
特
に
カ
ン
ボ
ジ
ア
に
お
い
て
そ
れ

は
顕
著
で
あ
る
。
も
ち
ろ
ん
、
被
援
助

国
が
種
々
の
国
の
援
助
で
発
展
す
る
こ

と
は
望
ま
し
い
こ
と
で
あ
る
。し
か
し
、

日
本
の
援
助
で
作
っ
た
道
路
や
港
湾
が

中
国
や
韓
国
の
自
動
車
や
船
舶
で
一
杯

に
な
る
の
を
見
る
の
は
な
ん
と
な
く
歯

が
ゆ
い
。
日
本
の
援
助
が
中
国
や
韓
国

を
利
し
て
い
る
の
な
ら
、
そ
の
援
助
政

策
ひ
い
て
は
貿
易
・
投
資
政
策
を
根
本

か
ら
考
え
直
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
で

あ
ろ
う
。

　

例
え
ば
、
日
本
か
ら
の
直
接
投
資
が

こ
れ
ら
諸
国
へ
増
え
る
よ
う
な
工
夫
が

必
要
で
あ
る
と
考
え
る
。
国
際
協
力
銀

行
（
J
B
I
C
）
等
に
よ
る
海
外
に
出

る
日
本
企
業
へ
の
融
資
協
力
や
日
本
貿

易
振
興
機
構
（
J
E
T
R
O
）
に
よ
る

そ
れ
ら
企
業
へ
の
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
協

力
等
オ
ー
ル
・
ジ
ャ
パ
ン
の
取
り
組
み

が
必
要
で
あ
る
（
な
お
ジ
ェ
ト
ロ
は
カ

ン
ボ
ジ
ア
事
務
所
を
本
年
三
月
に
プ
ノ

ン
ペ
ン
に
開
設
し
た
）。

　

東
ア
ジ
ア
全
体
の
経
済
活
動
活
発
化

に
伴
い
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
の
中
に
お
け
る

後
発
国
と
し
て
の
C
L
M
V
諸
国
も
そ

の
う
ね
り
の
中
に
巻
き
込
ま
れ
て
い

る
。
そ
の
中
で
日
本
は
こ
れ
ら
諸
国
に

対
し
て
ど
う
対
処
す
る
の
か
。
中
・
長

期
の
戦
略
を
持
つ
こ
と
を
今
求
め
ら
れ

て
い
る
。

（
か
が
み　

み
つ
ひ
ろ
／
日
本
貿
易
振
興

機
構
バ
ン
コ
ク
研
究
セ
ン
タ
ー
所
長
）

　

差
の
削
減
が
ひ
と
つ
の
大
き
な
課
題
と

し
て
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
。
こ
こ
で

は
、
C
L
M
V
諸
国
が
こ
う
し
た
Ａ
Ｓ

C
L
M
V
諸
国
外
国
投
資

誘
致
の
た
め
の
拠
点
開
発
の
検
討

石
田
正
美




